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全国保健所長会会長
鹿児島県保健福祉部医療審議監
（兼）鹿児島地域振興局保健福祉環境部長
（兼）伊集院保健所長

宇田 英典

保健所70年のあゆみ

～変貌する社会と新たな公衆衛生の展開にむけて～

保健所長会70周年記念シンポジウム
171030 (月)

公衆衛生学会認定専門家
社会医学系指導医・専門医

Board Certified Supervisory Physician for Public Health and Social Medicine



保健所が果たしてきた役割と成果
1899 死亡：乳児（153.8/出生千），結核(155.7/10万)，悪性新生物（44.7/〃），脳血管(48.6/〃)，肺炎（99.8/〃）

1937 保健所法 （旧）, (1/300,000) 
1940 死亡：乳児（90.0/出生千），結核(212.9/10万)，悪性新生物（72.1/〃），脳血管(177.7/〃)，肺炎（154.4/〃）

1947～ 保健所法（新）,（ 1/100,000）

1950 死亡：乳児（60.1/出生千），結核(146.4/10万)，悪性新生物（77.4/〃），脳血管(127.1/〃)，肺炎（65.1/〃）

対象 伝染病，結核，低栄養，不衛生な飲料水・生活環境，貧困等

対策 衛生統計 ：医療施設調査，患者調査，保健所運営報告，人口動態（1872~），伝染病統計（1898~）

地域保健 ：栄養改善，伝染病予防（届け出，ワクチン），結核対策，母子保健，歯科保健

環境衛生 ：食品衛生，上下水道，廃棄物対策等

医事・薬事：医療機関，薬局立ち入り検査

1995 死亡：乳児（4.3/出生千），結核(2.6/10万)，悪性新生物（211.6/〃），脳血管(117.9/〃)，肺炎（64.1/〃）

対象 成人病 ：精神保健，脳卒中,心疾患，悪性新生物， 認知症，高齢者

1997～ 地域保健法施行 （保健所法改正, ( 1/300,000～1/200,000) ）
2016 死亡：乳児（2.6/出生千），結核(1.5/10万)，悪性新生物（298.2/〃），脳血管(87.4/〃)，肺炎（95.3/〃）

対象 生活習慣病 ，国際感染症，自殺，大規模災害等，健康格差（地域格差，所得格差）

対策 市町村保健センター ：地域保健（健康増進，母子保健，精神保健）

保健所 ：衛生統計，医事/薬事，企画調整，感染症（AIDS），健康危機管理，難病



我が国における公衆衛生

公衆衛生 社会保障

社会福祉
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憲法25条
1945（昭和20年）

・健康で文化的な最低限度の
生活を営む国民の権利
・行政の責務

・貧困
・不衛生
・疾病（感染症、低栄養等）

保健所法
1947（昭和22）年



変化・・・

•対象の変化

•機能の変化

•体制の変化
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対象の変化

• 健康関連指標に関する変化

– 人口構造の変化（少子・高齢化、人口減少）

– 疾病構造の変化（乳児死亡の減少，非感染性疾患（NCDs)の
増加）

– 複合的背景を有する住民の増加（高齢者，認知症，NCDs等）

– グローバル化の進展

– 感染症（新興・再興）及び薬剤耐性菌(AMR)蔓延の懸念

– 大規模災害の多発

• 健康関連指標と関係する環境の変化

– 社会保障（医療・介護・福祉給付）制度の基盤の変化

– 世帯構造，地域社会の構造の変化（コミュニティー）

– 地方分権の推進



我が国の人口の推移（千人）
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平均寿命の延伸(2016)

国：87.14才
県：86.34〃

国：80.98才
県：79.23〃



主要死因別死亡率（人口10万人対）の推移
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薬剤耐性(AMR)に起因する死亡者数の推移
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厚労省AMRアクションプランに関するスライド
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近年の健康危機事例
• 平成7年1月 阪神・淡路大震災
• 平成8年7月 堺市O-157食中毒
• 平成10年7月 和歌山市毒物混入カレー事件
• 平成12年6月 雪印乳業食中毒事件
• 平成12年6月 三宅島噴火
• 平成14年冬 重症呼吸器症候群(SARS)
• 平成16年10月 新潟中越地震
• 平成17年4月 福知山線尼崎脱線事故

• 平成19年7月 新潟中越沖地震
• 平成20年 中国冷凍餃子・事故米
• 平成21年4月 インフルエンザAH1N1
• 平成23年1月 新燃岳噴火

• 平成23年３月 東日本大震災
• 平成26年 デング熱国内発生例
• 平成26年 エボラ出血熱西アフリカで蔓延
• 平成27年 ＭＥＲＳ、隣国の韓国で勃発

• 平成28年 熊本地震

多発，広域，複合，重度



大規模自然災害（千人以上）の歴史
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国際交流の活性化

12

0

2,000,000

4,000,000

6,000,000

8,000,000

10,000,000

12,000,000

14,000,000

16,000,000

18,000,000

20,000,000
19

64
19

66
19

68

19
70

19
72

19
74

19
76

19
78

19
80

19
82

19
84

19
86

19
88

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

20
12

20
14

（人） 訪日外客数 (＊1) 出国日本人数 (＊2)

出典：政府観光局(JNTO）
http://www.jnto.go.jp/jpn/reference/tourism_data/pdf/marketingdata_outbound.pdf
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訪日外客数の内訳と推移
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わが国へ影響のあった事例

14国立感染症研究所：http://www.nih.go.jp/niid/ja/sfts/3143-sfts.html

発見 出来事 感染症等 国内での発生 最近の主な出来事

2003 2003 
重症急性呼吸器感
染症（ＳＡＲＳ）

-

2002.11～2003.8、インド以東のア
ジアとカナダを中心に32の地域や
国々へ拡大。中国では8,096人の
感染、774の患者が死亡

2007
2007～
2008

中国餃子 千葉、兵庫等での食中毒
メタミドホス

2009 2009 
インフルエンザ
H1N1 2009

約200人の死亡数

18世紀
～

2014 デング熱
160人の患者
(2014.10.31)

・国内で初めての感染事例
・5,000万人から1億人が感染

2011 2013～
重症熱性血小板減
少症候群（ＳＦＴＳ）

158人報告
(2015.9.30）

西日本を中心とした20府県から報
告（夏場）

1976 2014 エボラ出血熱 - 2014、8 PHEIC（WHO）

2012 2014 中東呼吸器症候群 -
2015.5 韓国で発生186人感染、36
人死亡

1968 2013～ジカ熱
3例
（輸入例）

2013 仏領ポリネシアで約1万人
感染，2014チリのイースター島，
2015ブラジル・コロンビア等で感染，
水頭症との関連性疑いあり

赤字：国内で発生 青字：日本へ逼迫



我が国の財政
Financial Status    （trillion  yen）
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機能の変化（保健所）
• 地方分権の推進 国と地方の役割（委任事務→自治・法定受託事務），地域保健の重層化

• 専門的・技術的業務 精神，難病，エイズ，新興再興感染症等

• 情報の収集、整理、活用 保健・医療・福祉に関する幅広い情報

• 調査、研究の推進 地域の課題に即した先駆的・模範的な調査・研究

• 市町村支援 専門的・技術的な指導・支援，市町村保健センター等の運営に関する協力の積

極的実施・ 市町村職員等に対する現任訓練を含めた研修等

• 企画・調整機能 医療計画：地域医療構想，介護保険事業支援計画等の計画策定への関与、各

種地域保健サービスの評価、保健・医療・福祉のシステムの構築、医療機関の機能分担と連携、医療提供体制の整備、食品衛生・
環境衛生に係るサービス等

• 社会福祉等関連施策との連携

• 地域における健康危機管理拠点
健康危機発生防止、地域医療提供体制の確保、危機管理体制の整備等

「地域保健対策の推進に関する基本的な指針」（平６法084）



体制の変化

• 市町村合併の促進

• 管轄市町村数の減少

• 保健所所管区域の広域化

• 都道府県型保健所と市型保健所の管轄地域の2極分化

• 人口３０万人以上の市の保健所政令市への移行促進

• 中核市型保健所の増加

• 保健所所管区域の広域化

• 保健所数の減少

• 保健所勤務医師数の減少

• 福祉，環境保健との組織の統合



保健所数及び全国自治体数の推移

※ 保健所長会ホームページ、総務省ホームページ 参照
※ 地域保健法 平成6年
※ 地方分権一括法「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」

平成11年 ～市町村合併の促進 18

保健所 市町村

西暦(平成）
都道府
県(47)

指定都
市(20)

中核市
(47)

政令市
(5)

特別区
(23)

合計 市 町 村 合計

1994 (H 6） 625 124 0 45 53 847 663 1,994 577 3,234
1997 (H 9) 525 101 26 15 39 706 670 1,994 568 3,232
2000 (H12) 460 70 27 11 26 594 671 1,990 568 3,229
2006 (H18) 396 73 36 7 23 535
2017 (H29) 363 41 48 6 23 481 791 744 183 1,718
2017

-262 -83 48 -39 -30 -366 128 -1,250-394 -1,516-
1994



都道府県保健所の組織形態の推移

19

西暦
保健所単独

組織
統合組織

*A
統合組織

*B
計 ※参考：保健所長

が組織の長

1989 47 (100%) 0 0 47 -
1994 44 (93.6%) 3 ( 6.4%) 0 47 -
1997 39 (83.0%) 8 (17.0%) 0 47 -
2005 16 (34.0%) 26 (55.3%) 5 (10.6%) 47 -

2010 168 (38.1%) 273 (61.9%) 441
153/265 (57.7%)
321/441 (72.8%)

*A 保健所と福祉事務所の統合組織

*B 保健所と福祉事務所，児相等との統合組織

* 「保健所の有する機能，健康課題に対する役割に関する研究：
平成21年度（全国保健所長会協力事業）」，荒田吉彦他；全国保健所調査



公衆衛生医師の動向
Trend of the number of full-time doctors 

working in the public health centers
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707 692 635 621 592 573 549 504 495 481 453 451 456 442 420 409

395 396
390 406

372 357 357
352 349 359 349 359 352 352 331 341

1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014

Prefecture Major Cities

※ Statistics of the MHLW (Ministry of Health, Labor and Welfare) 



保健所数と保健所長の兼務率の推移

厚生労働省健康局資料
～平成24年度：4月1日現在
平成25年度：7月1日現在
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保健所の果たすべき役割と必要条件

• 地域保健の充実強化に関する機能

– 健康増進・医療連携・地域ケアまでの包括的ケア
体制の推進

（社会保障制度の維持、精神保健対策，生活習慣病
対策，高齢者ケア等）

– 保健医療資源への対応と社会への適応促進

（施設・機能の安全、維持・向上，人材確保・育成）

– 地域の公衆衛生（アウトカム、機能、プロセス等）の

評価、企画・運営・調整
– 地域資源の発掘・育成，理解の深化，ネットワークの

形成

• 健康危機管理の充実に関する機能

– 新興・再興感染症，自然災害，食品・飲料水，放射線

• ＤＨＥＡＴ（Disaster Health Emergency Health 
Assistance Team: 災害時健康危機管理支援チーム）

• 公衆衛生医師の確保と育成

– 社会医学系専門医制度の充実と活用
22



• 「保健所法制定70
周年記念切手」（全国
保健所長会）販売予定

• 近日中に注文予約
受付予定
– 枚数、届け先（住所、氏

名）、振り込み通知書同
封等、現在検討中

– 近日中に申し込み募集
開始

– 来年早々には配布予定

• 82円切手5枚

＝1シート（820円）
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